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　新発田市は、新潟県内ではいち早く、自殺対策を総合的に推進し、自殺を防止するとと
もに、市民一人ひとりが「いのち」の大切さを認め合い、市民みんなで支え合うまちづく
りの実現のため、平成 23 年６月に「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る条例」
を制定しました。
　あわせて、「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る行動計画」を平成 24 年 8 月に
策定し、市民や関係団体の皆様と一体となった対策に取り組んでまいりました。
　普及啓発の推進、関係者との連携、自殺予防のための相談体制の整備や、研修会の開催
などの取組の結果、自殺者数は年々減少し、数値目標とする自殺死亡率の減少について、
目標を達成することができました。
　しかしながら、依然として新発田市では毎年 20 人前後の方が自らの命を絶っています。
　こうした状況を踏まえ、引き続き総合的な自殺対策を推進するため、平成 29 年度から
平成 35 年度までを期間とする第二次計画を策定しました。
　市民の「きずな」や「つながり」を深める活動、自殺の多い世代や自殺ハイリスク者へ
の対応を充実すること、相談体制の整備などを、市民の皆様や関係機関と一緒に総合的に
対策を推進してまいります。
　誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現、すなわち自殺対策は「生きる支援」と
捉え、市の将来都市像「住みよいまち日本一　健康田園文化都市・しばた」の実現を目指
します。
　最後に、本行動計画策定にあたり、御尽力いただきました「新発田市民のきずなを深め

『いのち』を守る会議（自殺対策会議）」の委員の皆様に心から感謝を申し上げます。

　　　平成 29 年３月

新発田市長　　二 階 堂 　 馨

は　じ　め　に
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１　これまでの経過
　我が国の自殺者数は、平成 25 年から３年連続で３万人を下回ったものの、依然として高い水準
で推移しています。
　新発田市においても、平成 24 年の自殺死亡者数は 36 人で、それ以降減少し、平成 27 年は 17 人
という状況です（人口動態統計）。
　年間自殺死亡率（人口 10 万人当たりの自殺者数）は、県内 30 市町村で低い方から 14 位とほぼ
真ん中に位置している一方、平成 17 年から平成 26 年までの 10 年間の新発田市の自殺死亡率の平
均は、29.1 で県平均の 28.1 を上回っています。
　自殺対策について新発田市は、平成 23 年６月に「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る条例」
を制定し、自殺を個人の問題ではなく、社会全体の問題として対策に取り組んできました。
　平成 23 年６月に「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る会議」を立ち上げ、平成 24 年８
月に、平成 24 年度から平成 28 年度までの５年間の自殺対策行動計画（以下「第一次計画」という。）
を策定しました。
　第一次計画では、自殺対策における現状と課題を明らかにするとともに、自殺対策を総合的かつ
効果的に推進するための基本的方向を定め、将来都市像である「住みよいまち日本一　健康田園文
化都市・しばた」の実現に向け、心身ともに健康で生き抜く力をもち、安心・安全のまちづくりの
実現を目指してきました。
　第二次計画では、第一次計画で見いだされた課題に対する取組を行うとともに、地域の連携強化
を図り、支援体制の充実など自殺対策を「生きる支援」と捉え更なる推進を図ることとします。

２　計画の位置づけ
　自殺対策基本法第 13 条第 2 項及び「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る条例」第 2 条
2 項で自殺対策計画を定めるよう規定しており「新発田市まちづくり総合計画」及び「新発田市健
康づくり計画」との整合性を図り策定するものです。

３　計画の期間
　計画の期間は、平成 29 年度から平成 35 年度までの 7 年間とします。
　なお、自殺対策基本法又は自殺総合対策大綱が見直された場合には、必要に応じて見直しを行う
こととします。

４　計画の推進体制
　計画の推進にあたっては「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る会議」（以下「自殺対策会議」
という。）を構成する機関、団体を中心として、各々の役割を果たすとともに、相互に緊密な連携、
協力を図りながら、市民と行政が一体となって総合的かつ効果的に推進します。

第１章　 計画の基本的な考え方
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　また、自殺対策に関係する機関、団体をはじめ、企業や地域、市民各位の協力を得ながら、各種
施策に取り組みます。
　計画の進捗状況等については、自殺対策会議において年度ごとに点検及び評価し、着実な推進を
図ります。

５　計画の数値目標及び評価指標
　自殺対策の目的は、自殺者数をゼロにすることでありますが、新発田市の現状を踏まえ数値目標
を設定しました。計画の数値目標は、平成 25 年から平成 27 年までの 3 か年の自殺死亡率の平均値
である 20.5 を基準値とし、目標値を平成 32 年から平成 34 年までの 3 か年の平均値 15.0 とします。
　また、数値目標を達成するために次の 3 つの評価指標を設定します。

　【数値目標】
基　準　値（H28） 目　標　値（H35）

自殺死亡率
（人口 10 万人対）

20.5
（平成 25 年～ 27 年の平均）

15.0
（平成 32 年～ 34 年の平均）

　【評価指標】
基　準　値 目　標　値

こころの体温計
市民アクセス数

33,995 件
（平成 26 年）

36,000 件
（平成 35 年）

� 「新発田市まちづくり総合計画」の目標に準ずる

基　準　値 目　標　値

地域の人々は互い
に助け合っている
と思う人の割合　

64％
（平成 26 年度市民健康栄養実態調査）

65％以上

� 市民健康栄養実態調査で数値を把握し「新発田市健康づくり計画」の目標値に準ずる

基　準　値 目　標　値

こころの不調時の
対処方法を知って
いる人の割合　　

－
（現状値なし）

※参照
85％以上

※ 評価指標「こころの不調時の対処方法を知っている人の割合」の基準値について
　 現在、標記評価指標の根拠となる調査結果がないことから、下記の①、②を参考にし、目標値を設定した。
① こころの不調を感じたことがある人のうち、こころの不調時の対処方法を知っている人の割合：92.6%
　 （平成 26 年度市民健康栄養実態調査）
② こころの不調時の相談窓口を知っている人の割合：44.6%
　 （平成 27 年度こころの健康づくり講演会アンケート結果）
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１　自殺者の動向
（１）自殺者数の推移

　平成 13 年以降の新発田市の自殺者数は 20 人台から 40 人台で推移し、平成 15 年が最も多く 42
人でした。自殺対策行動計画が策定された平成 24 年の自殺者数は 36 人でしたが、平成 25 年及び
平成 26 年は 22 人で推移し、平成 27 年は 17 人にまで減少しています。
　男性が圧倒的に多く、男性が全体の約７割を占める傾向は、国や県と同様となっています。
図１　新発田市の自殺者数の推移

� 資料：厚生労働省「人口動態統計」

（２）自殺死亡率（人口 10 万人対）の推移
　自殺死亡率は、増減を繰り返しながら減少していますが、国や県の自殺死亡率を上回って推移し
ています。
　平成 27 年の新発田市の自殺死亡率は 17.2 で、全国の 18.5、新潟県の 22.0 を下回っています。
図２　自殺死亡率の推移

� 資料：厚生労働省「人口動態統計」

第２章　 新発田市の自殺をめぐる現状
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（３）３か年平均による自殺死亡率（人口 10 万人対）の推移
　新発田市の人口規模では、単年による自殺死亡率に大きな増減がみられることから、平成 13 年
から平成 27 年までの自殺死亡率について、３か年平均の数値で推移をみたものが下記のグラフで
す。緩やかに増減を繰り返しながら減少傾向にあります。
　なお、平成 25 年から平成 27 年の３か年平均の自殺死亡率は 20.5 です。
図３　３か年平均による自殺死亡率の推移

� 資料：厚生労働省「人口動態統計」

（４）県内市町村別自殺死亡率の比較
　新発田市の平成 17 年から平成 26 年までの平均による自殺死亡率は 29.1 で、県内 30 市町村中、
低い方から 14 番目に位置しています。県平均（28.1）と比較すると高くなっています。
図４　新潟県内市町村別自殺死亡率（H17～H26 年平均）

� 資料：厚生労働省「人口動態統計」
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（５）性・年代別自殺者割合の推移
　内閣府統計による平成 23 年から平成 27 年までの当市の累計自殺者数は 130 人で、そのうち男性
の自殺者は 96 人（73.8%）、女性は 34 人（26.2％）です。
　年代別にみると男性は、国や県と同様に 50 歳～ 59 歳が最も多いです。割合でみると、国
17.9%、県 17.8% に対し、市は 26.0％を占めています。
　女性では、国や県は年代が上がるにつれて割合が大きくなるのに対し、市は、40 歳～ 49 歳が
20.6％、80 歳以上が 23.5% と、２つの年代に山があります。
　また、女性では 19 歳以下が 5.9％、30 歳～ 39 歳が 11.8％を占めており、いずれも県を上回って
います。
図５－１　男性自殺者における年代別自殺者数と割合（H23～H27 年累計）

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」

図５－２　女性自殺者における年代別自殺者数と割合（H23～H27 年累計）

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」

（％）

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0
20～29歳～19歳

1
1.0
2.0
2.1

11
11.5
9.5
10.9

30～39歳

8
8.3
12.1
14.1

40～49歳

18
18.8
16.6
17.6

50～59歳

25
26.0
17.8
17.9

60～69歳

15
15.6
17.5
17.4

70～79歳

7
7.3
12.6
12.1

80歳以上

11
11.5
11.9
7.2

不詳

0
0.0
0.0
0.7

市自殺者数
市（％）
県（％）
国（％）

（人）

30

25

20

15

10

5

0

（％）

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0
20～29歳～19歳

2
5.9
1.7
2.1

0
0.0
7.9
9.6

30～39歳

4
11.8
8.0
12.6

40～49歳

7
20.6
10.1
14.6

50～59歳

2
5.9
12.1
14.2

60～69歳

6
17.6
17.0
17.3

70～79歳

5
14.7
19.6
16.2

80歳以上

8
23.5
23.6
13.2

不詳

0
0.0
0.0
0.2

市自殺者数
市（％）
県（％）
国（％）

（人）

9
8
7
6
5
4
3
2
1
0



‐ 6 ‐

（６）同居人の有無
　自殺者 130 人のうち、同居人がある人は 110 人（84.6％）で、県（79.6％）を上回っています。
　男性では自殺者のうち 76 人（79.2％）に同居人があり、女性では自殺者 34 人（100％）に同居
人がありました。男女とも国（男性 65.8％、女性 74.9％）や県（男性 76.4％、女性 86.0％）を上回っ
ています。
　また、男性には独居者の自殺がみられるのに対し、女性の独居者の自殺は平成 23 年以降みられ
ません。
図６－１　男性自殺者における同居人の有無（H23～H27 年累計）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」　ただし、国は「平成 27 年度版自殺対策白書」

図６－２　女性自殺者における同居人の有無（H23～H27 年累計）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」　ただし、国は「平成 27 年度版自殺対策白書」
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（７）自殺未遂歴の有無
　自殺者 130 人のうち、自殺未遂歴のある人は 28 人（21.5％）と全体の４分の１を占めています。
　男性では 17 人（17.7％）、女性では 11 人（32.4％）を占めており、国（男性 15.2％、女性
31.2％）や県（男性 10.6％、女性 24.6％）を上回っています。
図７－１　男性自殺者における自殺未遂歴の有無（H23～H27 年累計）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」　ただし、国は「平成 27 年度版自殺対策白書」

図７－２　女性自殺者における自殺未遂歴の有無（H23～H27 年累計）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」　ただし、国は「平成 27 年度版自殺対策白書」
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（８）原因・動機別にみた自殺者の状況
　自殺者130人の原因・動機については、健康問題が最も多く27.6％で、次いで家庭問題12.8％、経済・
生活問題 12.2％、勤務問題 5.8％、学校問題 2.6％の順となっています。
　健康問題が最も多い傾向は、国（38.8％）や県（27.3％）と同様です。
図８　自殺の原因・動機（H23～H27 年累計・複数計上）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」

（９）職業別にみた自殺者の状況
　自殺者 130 人の職業をみると、市では、無職者が最も多く 66 人（50.8％）を占め、次いで被雇用人・
勤め人 49 人（37.7％）、自営業・家事従事者 12 人（9.2％）となっています。この順番は国や県も
同様ですが、無職者が占める割合は国（59.7％）、県（60.6％）を下回り、被雇用人・勤め人の占め
る割合が国（27.2％）、県（27.0％）を上回っています。
図９　職業別にみた自殺者割合（H23～H27 年累計）� ［％（人）］

� 資料：自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」
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２　こころの健康に関する現状
（１）こころの健康に関する市民の意識

　平成 26 年度に実施した市民健康栄養実態調査では、地域における助け合いの意識、信頼感、問
題解決意識のある人の割合は、いずれも県と比べて高い状況でした。
　また、男性より女性の方がいずれの項目も高い状況でした。
　しかし、年代別にみると、地域における信頼感は、若い世代において低い傾向がみられています。
図１０－１　地域におけるつながり意識

� 資料：平成 26 年度市民健康栄養実態調査（20 歳以上）

図１０－２　地域の人はお互いに助け合っていると思う人の割合

� 資料：平成 26 年度市民健康栄養実態調査

図１０－３　地域の人々は信頼できると思う人の割合

� 資料：平成 26 年度市民健康栄養実態調査
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（２）こころの体温計　アクセス数の状況
　平成 24 年度から導入した「こころの体温計」は、当初４つのモードから開始しました。モード
は順次追加され、平成 27 年度には 8 つのモードとなりました。平成 24 年度の開始当初のアクセス
数と比較すると、平成 25 年度、平成 26 年度は減少し、平成 27 年度は増加の傾向がみられています。
表１　こころの体温計　アクセス数� （単位：件）

モード 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度
こころの体温計（本人モード） 52,318 22,561 17,555 20,449
こころの体温計（家族モード） 22,614 8,723 3,935 3,111
赤ちゃんママチェック 4,055 965 900 1,028
ストレス対処タイプテスト 20,670 7,072 4,687 4,250
アルコールチェック 19,644 6,886 4,006 3,536
楽観主義のすすめ 2,912 3,610
睡眠障害 3,840
いじめのサイン 1,416

アクセス合計数 119,301 46,207 33,995 41,240

（３）こころの体温計　ケア対象者割合　
　本人モードにアクセスした者のうち「レベル３：うつ傾向がみられる」又は「レベル４：ケア対
象者」に該当する割合は、アクセス数の増減に影響されることなく３％から４％台で推移していま
す。
図１１　こころの体温計　ケア対象者割合

表２　こころの体温計　ケア対象者（本人モード）
平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

レベル 3 1,583件 3.0％ 963件 4.3％ 640件 3.6％ 870件 4.3％
レベル 4 1,471件 2.8％ 912件 4.0％ 637件 3.6％ 813件 4.0％

平成24年度

0.0 5.04.03.0
■ レベル３　 ■ レベル４ （％）
2.01.0

3.0
2.8

平成25年度 4.3
4.0

平成26年度 3.6
3.6

平成27年度 4.3
4.0
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（４）こころの不調への対処法
　平成 26 年度市民健康栄養実態調査では、こころの不調を感じたことがある人は 770 人中 196 人

（25.5％）で全体の４分の１を占めています。
　さらに、こころの不調を感じたことがある 196 人のこころの不調への対処法をみると、男性は「深
く悩まない」が 60.8％と最も多く、女性は「家族や友人に相談」が 54.4％と最も多くなっています。
　こころの不調への対処法が「わからない」と回答した人の割合は 7.4% で、「専門の医療機関を受
診」又は「専門の相談窓口や電話相談を利用」と回答した人の割合は 12.8% です。
図１２　こころの不調への対処法� ［％（人）］

� 資料：平成 26 年度市民健康栄養実態調査（20 歳以上）

（５）こころの不調時の相談窓口の認知状況
　一般市民を対象とした「こころの健康づくり講演会」の参加者で、こころの不調時の相談窓口を
知っている人の割合は、平成 26 年度は 47.5%、平成 27 年度は 44.6％で、50% 未満となっています。
図１３　こころの不調時の相談窓口の認知状況� ［％（人）］

� 資料：こころの健康づくり講演会　アンケート結果
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新発田市の自殺者をめぐる状況
・　自殺者数は、30 人台から 20 人台前後へ推移しながら減少傾向です。
・　性別は男性が約７割、女性が約３割です。
・　男性は 50 歳代が多く、女性は 80 歳以上が多く、次いで 40 歳代が多いです。
・　自殺者のうち同居人があった人の割合は、国や県より高いです。
・　自殺未遂歴のある人は約２割です。
・　原因・動機は「健康問題」が最も多く、次いで「家庭問題」「経済・生活問題」です。
・　自殺者の職業は「無職者」が最も多く、約５割です。次いで「被雇用人・勤め人」です。

「無職者」の占める割合は国や県より低く、「被雇用人・勤め人」の占める割合は国や県よ
り高いです。

・　地域における「つながり意識」は県より高いです。また、若い世代の「つながり意識」は
他の世代と比較して低い傾向です。

＊厚生労働省「人口動態統計」
　「戸籍法」に基づく出生、死亡、婚姻、離婚の届出及び「死産の届出に関する規程」に基づく
死産の届出により市区町村で調査票を作成し、保健所、都道府県を経由して厚生労働省へ提出さ
れ集計されるもの

＊自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」
　警察庁から提供を受けた自殺統計原票データに基づいて、毎月集計を行っているもの。平成
24 年から平成 28 年 2 月までは内閣府が、平成 28 年 3 月以降は厚生労働省が集計・公表を実施

＊「人口動態統計」と「地域における自殺の基礎資料」の差異
厚生労働省「人口動態統計」 自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」

調査対象 日本における日本人を対象 総人口（日本における外国人も含む）

調査時点 住所地を基に死亡時点で計上 発見地を基に自殺死体発見時点（正確には
認知）で計上

事務手続
（訂正報告）

自殺、他殺あるいは事故死のいず
れか不明の時は自殺以外で処理し、
死亡診断書等について作成者から
自殺の旨訂正報告がない場合は、
自殺に計上しない。

捜査等により、自殺であると判明した時点
で、自殺統計原票を作成し、計上する。
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１　全体の目標達成状況
　新発田市の自殺者をゼロにすることが、本行動計画の究極の目標です。
　国は平成 17 年度に示した「自殺総合対策大綱」において、基準年である平成 17 年の自殺死亡率
を平成 28 年までに 20％以上減少させることを目標としています。　
　新発田市では平成 24 年８月に策定した第一次計画において、国の示す上記目標値を参考とし、
基準年を平成 22 年として、計画期間の最終年となる平成 28 年において、自殺率を 20％削減する
ことを目標としました。
　具体的には、本市の人口規模では、単年度ごとの自殺死亡率が大幅に上下するため、平成 20 年
から平成 22 年までの３か年の自殺死亡率の平均値である、28.4 を基準値とし、数値目標は、平成
26 年から平成 28 年までの３か年の平均値が基準値より 20％減の 22.7 としました。
　目標達成に向けて、市民、関係民間団体及び行政が連携しながら、３つの重点事項に沿った自殺
予防対策に取り組んできました。
　その結果、平成 25 年から平成 27 年までの３か年の自殺死亡率の平均値は 20.5 となり、目標を
達成しました。

　【数値目標】
基　準　値

（平成 20 年～ 22 年の平均）
目　標　値

（平成 26 年～ 28 年の平均）

自殺死亡率
（人口 10 万人対）

28.4 22.7

　　　

　【数値目標からみる評価】

平成 25 年～ 27 年の平均値 達成状況

自殺死亡率
（人口 10 万人対）

20.5 目標達成

第３章　 第一次計画の振り返りと課題
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２　重点項目別の取組状況と評価
（１）自殺予防に向けた普及啓発の推進

①自殺の実態把握
＜取組状況＞
・自殺の統計「地域における自殺の基礎資料」や厚生労働省の人口動態統計をもとに自殺者の集計

を実施
・地区活動において自殺者等に関する情報収集を実施
・こころの健康に関する市民の意識調査の実施と、市民健康栄養実態調査から地域のつながり意識

等を把握
＜評価・課題＞
・これまでは、市全体の死亡数については死亡分類表に基づく死因の把握にとどまっていましたが、

自殺の要因に着目し、様々な統計を活用し、経年的推移、性、年齢別死亡数、動機等の数字をま
とめました。

・こころの健康に関する市民の意識調査として、市民健康栄養実態調査、うつスクリーニングを実
施し、市の自殺の実態把握に努めました。

・自殺未遂者、自殺者に関する情報が不足しているため、その情報収集と、対策について検討して
いく必要があります。また、実態から見える若年層や働き盛り世代、中高年層など世代ごとへの
働き掛けが必要です。

②普及啓発活動の推進
＜取組状況＞
・広報、ホームページ、チラシによる条例の周知
・シンボルマーク及びキャッチフレーズの市民公募
・市民のきずなを深め「いのち」を守る講演会や各地区健康教育によるこころの健康づくり、自殺

予防の啓発、こころの不調時の相談窓口の周知
・新潟いのちの電話後援会下越支部の街頭啓発活動（５月）や自殺対策推進・強化月間（９月・３

月）の街頭啓発活動の実施

街頭活動 講演会
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＜評価・課題＞
・各団体が条例や行動計画に沿った普及活動を推進できました。街頭啓発活動については、官民一

体で連携しながら実施することができました。
・条例や自殺予防について、広報やホームページ等の媒体を活用し総合的な情報を提供しました。
・自殺の要因となる健康問題、経済・生活問題等に関する情報や各種相談窓口の情報等を一元的に

提供しました。
・今後も自殺に対する理解を進め、各種相談窓口について気軽に利用できるよう情報を提供するな

ど、普及啓発活動の継続が必要です。
・地域のつながり意識をより高めるため、地域に入り込んだ普及啓発や体制づくり、特に若い世代

へつながり意識を高めるための働き掛けが必要です。

（２）市民、関係民間団体及び行政が一体となった自殺予防対策の推進
①市民が主体となった事業の推進
＜取組状況＞
・各団体による研修会、講演会の実施及び相談窓口の設置
・各団体による自殺予防のための普及啓発活動の実施
・地域の見守り活動の展開
＜評価・課題＞
・各種事業を様々な団体が特性をいかし推進することで、以前より市民の関心を得ることができま

した。
・各団体の取組を効果的なものにするため一層の連携が必要です。
・自殺対策の理解を深め、より市民及び各種団体の主体的な活動が望まれます。

公用車ステッカー

のぼり バッチ
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②官民連携の推進
＜取組状況＞
・自殺対策会議での情報交換や活動報告を通じて関係機関との連携を強化
＜評価・課題＞
・自殺対策会議を通じて、課題を共有しながら関係機関の連携を図ることができました。また、共

通の事業を協力して実施することができました。

③こころの健康づくりの推進
＜取組状況＞
・精神保健福祉講座等の実施
・各地区でこころの健康づくりに関する教室を開催
・市のホームページや健康づくりハンドブック等でメンタルヘルスに関する情報を掲載し、市民へ

周知
・若年者や高齢者などの年代を考慮した健康教育の実施
＜評価・課題＞
・精神保健福祉講座や各地域での教室など、様々な機会において、こころの健康に関する理解の促

進に努めており、徐々に理解が広まっていると思われます。
・地域の実情や、若年者や高齢者などの特性を考慮した働き掛けが必要です。

④こころの病気の早期発見の促進
＜取組状況＞
・パソコンや携帯電話から簡単にこころの健康を自己チェックできる「こころの体温計」システム

を導入
・特定健診時におけるこころの健康チェックの実施
・こころの不調者の早期発見のため、地域の健康相談等において「うつスクリーニング」を実施
＜評価・課題＞
・「こころの体温計」システムの導入により、年を追うごとに早期発見の視点に立った取組が展開

できました。
・各団体の連携、情報共有が今後も必要です。

自殺対策会議
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（３）自殺予防のための相談体制整備及び連携の強化
①自殺予防に関する相談窓口の充実
＜取組状況＞
・各種相談窓口の周知（行政の相談窓口、こころの専門医療

機関、勤労者の相談窓口、経済・法律問題の相談窓口）
・多職種、他機関との連携による総合相談会の実施
・保健師によるこころの健康相談会の定期的な実施
＜評価・課題＞
・個々の相談窓口を把握し市民に周知することができました。総合相談会を実施し相談しやすい機

会を設けることができました。
・こころの不調時に医療機関を受診したり、相談窓口を利用する人の割合は１割程度でした。より

一層、市民へわかりやすく開かれた相談の機会を提供していく必要があります。

②各種関係機関ネットワークの強化
＜取組状況＞
・自殺対策会議構成団体等の各種相談機関と庁内関係課が情報共有及び相談活動を実施
＜評価・課題＞
・自殺対策会議の設置により行政、産業、教育、医療、専門相談機関、地域団体とともに自殺予防

の取組を行う体制が構築されました。
・今後も市民生活を支える関係機関、団体が自殺リスクを早期にキャッチし、きめ細かな相談支援

をしていくことで自殺を未然に防ぐことが重要です。

③相談従事者等の資質の向上
＜取組状況＞
・資質向上に向けた各種研修会の開催（市民向けこころのゲートキーパー研修、市職員のゲートキー

パー養成研修、自殺危機初期介入スキルアップ研修、専門職向けスキルアップ研修）
＜評価・課題＞
・相談従事者のスキルが向上し、関係機関と連携しながら処遇困難事例に対応できるようになりま

した。市民がゲートキーパーとしての役割を認識することで地域の見守り体制づくりにつながり
ました。

・メンタルヘルスの知識、ゲートキーパーの役割、事例を通じた具体的対応方法の習得などについ
て引き続き学びの機会をもつ必要があります。

スキルアップ研修

総合相談会
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う
つ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

取
り

入
れ

た
健

康
相

談
の

実
施

こ
こ

ろ
の

体
温

計
シ

ス
テ

ム
の

管
理

・
周

知
、９

月
か

ら
モ

ー
ド

追
加

（
楽

観
主

義
の

す
す

め
）（

モ
ー

ド
数

：
６

）

う
つ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

取
り

入
れ

た
健

康
相

談
の

実
施

こ
こ

ろ
の

体
温

計
シ

ス
テ

ム
の

管
理

・
周

知
、５

月
か

ら
モ

ー
ド

追
加

（
睡

眠
障

害
、

い
じ

め
サ

イ
ン

）（
モ

ー
ド

数
：

８
）

う
つ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

取
り

入
れ

た
健

康
相

談
の

実
施

特
定

健
診

受
診

者
を

対
象

に
う

つ
ス

ク
リ

ー
ニ

ン
グ

の
実

施

こ
こ

ろ
の

体
温

計
シ

ス
テ

ム
の

管
理

・
周

知
（

モ
ー

ド
数

：
８

）

う
つ

ス
ク

リ
ー

ニ
ン

グ
を

取
り

入
れ

た
健

康
相

談
の

実
施

３ 相 談 体 制 整 備 及 び 連 携 の 強 化

（
1）

自
殺

予
防

に
関

す
る

相
談

窓
口

の
充

実
多

職
種

、
他

機
関

と
の

連
携

に
よ

る
総

合
相

談
会

総
合

相
談

会
年

１
回

  相
談

者
：

６
人

総
合

相
談

会
年

１
回

　
相

談
者

：
４

人
総

合
相

談
会

年
１

回
　

相
談

者
：

６
人

保
健

師
に

よ
る

こ
こ

ろ
の

相
談

会
保

健
師

に
よ

る
こ

こ
ろ

の
相

談
会

年
４

回
　

相
談

者
：

実
７

人
保

健
師

に
よ

る
こ

こ
ろ

の
相

談
会

年
３

回
　

相
談

者
：

実
１

人
（

2）
各

種
相

談
機

関
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

強
化

（
3）

相
談

従
事

者
等

の
資

質
の

向
上

自
殺

対
策

会
議

委
員

構
成

団
体

及
び

一
般

市
民

向
け

ゲ
ー

ト
キ

ー
パ

ー
養

成
研

修
会

講
師

：
有

田
病

院
　

有
田

正
知

氏
　

52
人

参
加

講
師

：
有

田
病

院
　

有
田

正
知

氏
　

65
人

参
加

講
師

：
有

田
病

院
　

有
田

正
知

氏
　

65
人

参
加

市
職

員
の

ゲ
ー

ト
キ

ー
パ

ー
養

成
研

修
講

師
：

医
療

福
祉

大
学

  金
谷

光
子

氏
参

加
者

：
21

人
講

師
：

医
療

福
祉

大
学

  金
谷

光
子

氏
参

加
者

：
22

人
講

師
：

医
療

福
祉

大
学

  金
谷

光
子

氏
参

加
者

：
16

人
講

師
：

医
療

福
祉

大
学

  金
谷

光
子

氏
参

加
者

：
20

人
講

師
：

医
療

福
祉

大
学

  金
谷

光
子

氏
参

加
者

数
：

17
人

自
殺

危
機

初
期

介
入

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

研
修

講
師

：
県

薬
剤

師
会

　
参

加
者

：
19

人
講

師
：

県
精

神
保

健
福

祉
相

談
員

　
参

加
者

：
12

人
専

門
職

向
け

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

研
修

事
例

検
討

・
自

殺
危

機
に

あ
る

ケ
ー

ス
へ

の
対

応
講

師
：

新
潟

県
立

大
学

 勝
又

陽
太

郎
氏

年
２

回
　

参
加

者
：

27
人

事
例

検
討

・
自

殺
危

機
に

あ
る

ケ
ー

ス
へ

の
対

応
講

師
：

新
潟

県
立

大
学

 勝
又

陽
太

郎
氏

年
２

回
　

参
加

者
：

41
人

事
例

検
討

・
自

殺
危

機
に

あ
る

ケ
ー

ス
へ

の
対

応
講

師
：

新
潟

県
立

大
学

 勝
又

陽
太

郎
氏

年
２

回
　

参
加

者
：

51
人
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第４章　 計画の推進

１　基本目標及び基本方針・重点事項

【基本目標】

　新発田市民一人ひとりがきずなを深め「いのち」の大切さを認め合い

市民みんなで支え合う新発田市をつくり上げる。

【基本方針】

新発田市民のきずなを深め「いのち」を守るため

1  市民の理解を深める啓発活動を行います

2  社会的な取組で自殺要因となる様々な問題を解消し、自殺を防止します

3  関係団体とともに連携して自殺対策を行います

4  自殺対策に関する人材を確保するとともに相談支援体制の整備に努めます

【重点事項】

（１）自殺予防に向けた普及啓発の推進

（２）市民、関係民間団体及び行政が一体となった自殺予防対策の推進

（３）自殺予防のための相談体制整備及び連携の強化
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行動計画の体系図

＊世代別（児童・生徒、働き盛り、高齢者）、段階別（事前予防、危機対応、事後対応）の取組を充実

新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る（自殺対策）行動計画（第二次）

基
本
目
標
…
新
発
田
市
民
一
人
ひ
と
り
が
き
ず
な
を
深
め
「
い
の
ち
」
の
大
切
さ
を
認
め
合
い
、
市
民
み
ん
な
で
支
え
合
う
新
発
田
市
を
作
り
上
げ
る

市民の理想像…市民一人ひとりが心身ともに健康で、家族や地域で温かなきずなを感じながら笑顔あふれる日々を送る

≪計画の期間≫　　平成 29 年度から平成 35 年度まで

１　市民の理解を深める啓発活動を行います
２　社会的な取組で自殺要因となる様々な問題を解消し、自殺を防止します
３　関係団体とともに連携して自殺対策を行います
４　自殺対策に関する人材を確保するとともに相談支援体制の整備に努めます

基準値
平成 25 年～ 27 年の平均

20.5（自殺死亡率）

（１）自殺予防に向けた普及啓
発の推進

（２）市民、関係民間団体及び
行政が一体となった自殺
予防対策の推進

（３）自殺予防のための相談体
制整備及び連携の強化

①　自殺の実態把握
②　普及啓発活動の推進
③　こころの健康づくりの推進
④　こころの病気の早期発見の促進

①　市民が主体となった事業の推進
②　市民、関係民間団体及び行政の連携
③　地域の「きずな」や「つながり」を深める活動の推進

①　自殺予防に関する相談体制の充実
②　人材育成の推進
③　各種相談機関ネットワークの強化
④　自殺未遂者及び遺族等支援

数値目標
平成 32 年～ 34 年の平均

15.0（自殺死亡率）

こころの体温計  市民アクセス数 33,995 件
地域の人々はお互いに助け合ってい
ると思う人の割合 64%

こころの不調時の対処方法を知って
いる人の割合 現状値なし

評価指標

36,000 件

65% 以上

85% 以上

≪ 基本方針 ≫

≪ 重点事項 ≫ ≪ 事業内容 ≫
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２　具体的な取組
（１）自殺予防に向けた普及啓発の推進

　人の「命」は何ものにも代えがたいものです。自殺は、本人はもとより家族や周りの人々に大き
な悲しみと生活上の困難をもたらし新発田市にとっても大きな損失となります。
　第一次計画では、効果的な取組につながるよう自殺の実態把握に努め、自殺は、個人の問題では
なく社会的要因により自殺の危険性が高まること、早期の相談や支援などの社会的な取組により予
防できることを広く市民に周知してきました。
　自殺者を一人でもなくすためには、今後も普及啓発活動は継続していくことが重要です。
　第二次計画では、学校、企業、地域の特性に合わせた啓発や世代別の啓発といったように、自殺
の実態に合わせた普及啓発活動を進めていきます。

①自殺の実態把握
　より効果的な事業展開のために、市の自殺の詳細を分析します。また、明らかになった市の実
態について正しく市民に周知をします。

②普及啓発活動の推進
【条例の周知】
　「新発田市民のきずなを深め『いのち』を守る」条例について、広報、ホームページ等を活用
しその内容について引き続き周知をします。

【自殺予防に関する情報の提供】
　広報やホームページ等を活用し、自殺予防に関する総合的な情報を誰もがわかりやすいように
提供します。また、必要に応じ世代に対応した内容を情報提供します。
　引き続き、自殺の要因となる健康問題や経済・生活問題などに関する情報や各種相談窓口等の
情報を一元的に提供します。

【自殺対策推進月間及び強化月間の実施】
　いのちの大切さの理解を深めるとともに、市民一人ひとりの気づきと見守りを促すため、全国
自殺予防週間及び新潟県自殺対策推進月間（９月）や新潟県自殺対策強化月間（３月）に併せ、
各種普及啓発活動やこころの健康講演会などを実施し、自殺予防の正しい知識の普及を継続しま
す。

③こころの健康づくりの推進
　市民一人ひとりが、自殺や精神疾患等について正しい知識を習得し、自分に合ったセルフコン
トロールの方法、ストレス対処法、SOS の発し方などがわかり、実践できるよう普及啓発に努
めます。
　特に若者の中には、支援策を知らなかったり、助けの求め方がわからなかったりする場合が少
なくありません。実施にあたっては、学校、企業などと連携し、対象の年代別の課題や、地域特
性に沿った普及啓発に努めます。
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④こころの病気の早期発見の促進
　いじめなどに対応するため、悩みを抱えた児童生徒の早期発見に努めます。
　産後うつなどを原因とする妊産婦の自殺対策として産後うつ症状の早期発見に努めます。
　平成 27 年度のストレスチェック制度の導入を受け、各事業所においてこころの健康問題への
気づきを促す対策を講じていきます。
　うつ病などのこころの病気の早期発見・早期治療が図れるよう、うつスクリーニングを継続実
施し、支援が必要な方には個々に合った支援を実施します。
　また、高齢者のうつ傾向や閉じこもり傾向に気づき、早期発見と適切な支援に結びつくよう、
高齢期のこころの健康づくりの普及啓発や介護保険事業につなげます。
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①自殺の実態把握� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

自殺関係統計資料の
把握

　厚生労働省人口動態統計及び自殺の統
計「地域における自殺の基礎資料」から、
年代別、性別、原因・動機別等詳細な分
析を実施します。 健康推進課 通年

自殺に関する実態調
査の実施（★）

　自殺未遂者・既遂者等の情報把握と分
析を実施します。

②普及啓発活動の推進
事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

条例の周知
　広報やホームページ等の活用により条
例の周知を引き続き実施します。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体

通年

自殺予防に関する情
報の提供

　自殺の要因に沿った情報及び各種相談
窓口情報や世代に応じた情報についてチ
ラシを作成し一元的に提供します。
　広報やホームページを活用し自殺予防
に関する情報を周知します。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体
庁内関係課

通年

自殺対策推進月間
（９月）及び強化月
間（３月）の実施

　各団体窓口等に自殺のチラシやカードを
設置し各分野での啓発を実施します。
　月間に併せた講演会や健康相談、健康
教育を実施します。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体
庁内関係課

９月
３月

自殺対策講演会の実
施

　自殺対策会議構成団体と連携し自殺予
防の正しい知識の普及を目的に市民向け
講演会を実施します。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体

検討・
調整後
実施

こころの健康講演会
の実施

　こころの健康づくりや、精神疾患等の
正しい知識の習得を目的に講演会を実施
します。

健康推進課
年１回

（９月又
は３月）

地域・学校・企業に
向けた普及啓発の実
施

　世代別チラシを作成し対象者へ配布し
ます。
　地域別、学校教職員・ＰＴＡ、企業に
対する啓発普及を実施します。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体
庁内関係課
市内小学校・中学校

随時
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③こころの健康づくりの推進� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

重点地区における健
康教育の実施

　モデル地区を選定し、地域の特性に配
慮した健康教育を実施します。

健康推進課
新発田市保健自治会
地区保健自治会
新発田市自治会連合会
新発田保健所

１地区２
～３年か
けて実施

学校におけるこころ
の健康づくりや自殺
予防教育の実施（★）

　児童生徒に対し、こころの危機のサイ
ンや、自分自身や友人がこころの危機に
陥ったときの対処の仕方などの自殺予防
教育を、適切な前提条件を整えた上で行
っていきます。
　こころの健康の保持を図り、命を大切
にする心や他人を思いやる心を育てる授
業を実施します。
　各学校で「いじめ見逃しゼロ県民運動」
の一環である「いじめ見逃しゼロスクー
ル」等を実施します。

学校教育課
市内小学校・中学校

随時

若年者のこころの健
康づくりの推進（★）

　若年者向けチラシの配布を行います。
大学生に健康教育等を行い、自分に合っ
たセルフコントロールの方法や望ましい
ストレス対処方法、SOSの出し方を習得
する働き掛けを実施します。
　必要な生徒学生には、卒業後も支援が
継続できるよう、つなぐ支援体制を検討、
構築します。

健康推進課
自殺対策会議構成団体

随時

企業との連携による
こころの健康づくり
の推進（★）

　働き盛り世代への働き掛けとして、商
工会議所・商工会や新発田職業安定所と
連携し、チラシ作成、配布や、企業向け
健康教育を実施します。

健康推進課
商工振興課
商工会議所・商工会
新発田職業安定所

随時
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④こころの病気の早期発見の促進� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

こころの体温計の活
用の推進

　こころのセルフチェックの方法として
「こころの体温計」をチラシ等を用いて各
事業の中での啓発を推進します。

健康推進課
各種相談機関

通年

各地区における健康
相談の実施

　地区健康相談において、うつスクリー
ニングを実施し、うつ病等の精神疾患の
早期発見に努めます。必要な対象者へは
個別支援を実施します。

健康推進課 通年

各地区における「う
つスクリーニング」
の実施

　働き盛り世代を中心とした地区ごとの
「うつスクリーニング」を継続し、働き盛
り世代の実態把握と個別支援を実施しま
す。得られた結果を地域に還元しなが
ら、地域への自殺予防の普及啓発を図り
ます。

健康推進課
新発田市保健自治会
地区保健自治会
新発田市自治会連合会

１年～３
年おきに
市内各地
区で実施

妊産婦の支援（★）

　妊娠届出時から、かかりつけ保健師が、
困っていることや心配なことがないかを
確認し必要に応じ支援します。
　新生児訪問及び２か月児訪問の際には
産後うつスクリーニングを実施し、ハイリ
スク者へは個別支援を実施します。

健康推進課 通年

学校における早期発
見の取組の実施（★）

　各学校で「心の健康調査（いじめ対応
含む）」や、いじめ等に関するアンケート
などの調査や教育相談等を実施し、悩み
を抱えた児童生徒の早期発見に努め、把
握した場合は即時、組織的に対応し継続
的に様子を確認します。

学校教育課
市内小学校・中学校

通年

職場におけるストレ
スチェックの実施

（★）

　定期的に労働者のストレスの状況につ
いて検査を行い、特に50歳代のメンタル
不調や自身のストレスへの気づきを促せ
るよう、ストレスチェックの実施を推進
します。

商工振興課
商工会議所・商工会
各事業所

随時

介護保険事業

　総合事業対象者であるかどうかの判断
のために65歳以上の相談者に行う、基本
チェックリストの中で、「うつ・閉じこも
り」の項目に該当した方を適切なサービ
スにつなぎます。

高齢福祉課
新発田市地域包括支援
センター
介護事業所

通年
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（２）市民、関係民間団体及び行政が一体となった自殺予防対策の推進

　自殺予防のためには、市民、関係民間団体と行政が緊密に連携しながら対策を講じることが重要
であることから、自殺対策会議などを通じ、常に課題を共有しながら関係機関との連携を図り事業
を実施してきました。
　第二次計画においても、市民、関係民間団体と行政が連携していくことは重要です。
　市民が「きずな」を深め共に支え合える地域の大切さを理解し、これまで以上に市民一人ひとり
が主体となった活動を展開するためには、地域のつながり感をより高めるための対策を講じる必要
があります。

①市民が主体となった事業の推進
　地域の「きずな」や「つながり」を深める支援の強化を図り、自殺防止に向け市民が主体的に
取り組めるよう推進します。

②市民、関係民間団体及び行政の連携
　自殺対策会議の開催を通じ、市民、関係民間団体及び行政との連携強化や一体的な取組の充実
を図ります。
　また自殺対策は、保健、医療、福祉、教育、労働、その他の関連施策との有機的な連携が図ら
れ総合的に実施されることが求められていることから、庁内関係課との連携をさらに強化してい
きます。

③地域の「きずな」や「つながり」を深める活動の推進
　自殺で命を失う市民を救うためには、私たちが生活している地域の力が不可欠となります。
　他分野の健康づくりと同様に、自殺予防対策においても、ヘルスプロモーション * の考えは重
要であり、これまで以上に地域力を高めていくことが必要です。また「地域のつながり意識が高
いほど健康度が高くなる」と言われていることから、様々な地域活動を通じて地域の「きずな」
や「つながり」を深めていきます。

＊ヘルスプロモーション：人々が自らの健康をコントロールし、改善できるようにする過程。健康を単に病気でない状態と捉
えるのでなく、毎日の生活をこころ豊かに過ごすために、自らが健康をつくりだしていく。個人の
努力だけでなく、社会全体で健康づくりに取り組みやすく続けやすい環境づくりをすすめることが
重要となる。
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①市民が主体となった事業の推進
事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

市民及び各団体が主
体となった事業の推
進

　各団体の強みをいかし、対象や目的に
応じた取組を有機的に推進します。

新潟いのちの電話後援会
下越支部
新発田商工会議所
北越後農業協同組合
新発田市自治会連合会
新発田市保健自治会
新発田市PTA連合会
新発田市民生委員児童委
員連合会
新発田人権擁護委員協議
会
新発田北蒲原医師会
新発田市地域包括支援
センター
こころの相談支援ウィング
新発田保健所
新発田市社会福祉協議会
敬和学園大学
市内小学校・中学校
新発田職業安定所
新発田警察署
新潟県弁護士会

随時

②市民、関係民間団体及び行政の連携
事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

新発田市民のきずな
を深め「いのち」を
守る（自殺対策）会
議

　総合的な自殺対策を推進するため会議
を開催し、関係機関等の情報交換、連携
調整、一体的な取組を進めます。

健康推進課
社会福祉課
自殺対策会議構成団体

年２～３
回程度

自殺対策庁内検討会
　庁内関係課と情報共有、自殺対策の検
討等を行い連携を図ることで、自殺対策
の継続的、効果的な取組を進めます。

健康推進課
社会福祉課
庁内関係課

年２～３
回程度

市民、関係民間団体
及び行政の連携強化
や一体的な取組の充
実

　各事業において、自殺対策を総合的か
つ効果的に推進するため、関係団体・関
係課との連携を図ります。

庁内関係課
自殺対策会議構成団体等

通年
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③地域の「きずな」や「つながり」を深める活動の推進� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

地域福祉（活動）計
画の推進（★）

　各地区で策定した地区福祉計画の推進
を支援します。あいさつや声掛けの活動
などを通じて「つながり」を深め、安心
して暮らせる地域での支え合いを推進し
ます。

社会福祉課
庁内関係課
新発田市社会福祉協議会
新発田市自治会連合会

通年

地域における見守り
活動の推進（★）

　児童生徒に長期休業明けの前後を中心
に、駅や踏切など自殺を企図する可能性
の高い場所での見守りに努めます。
　地域全体の見守りや、一人暮らし高齢
者、75歳以上のみ世帯、障がい者世帯等
の見守りを実施します。
　見守り支え合い事業を実施し、住民同
士の見守りと気づきの向上を図り、社会
的孤立の予防と解消、早期発見・早期対
応を図ります。
　地域における通いの場やふれあい・い
きいきサロン、認知症カフェなどにおい
て、高齢者等の見守りを推進します。
　在宅高齢者給食サービス事業を実施し、
給食配達を通じて、週 1 回安否確認と生
活状況の把握に努めます。
　民間企業と連携した声掛けなどの見守
りを活用します。

社会福祉課
高齢福祉課
学校教育課
新発田市自治会連合会
民生委員児童委員連合会
新発田市社会福祉協議会
見守りをする民間企業
市民主体の団体

通年

居場所づくりの推進
（★）

　若者自立支援事業の社会参加や活動の
場、高齢者については、介護予防のため
の週 1 回程度の通いの場、ふれあい・い
きいきサロン事業や認知症カフェなど、
閉じこもりがちな高齢者等が出かけたり、
他者と交流したりできる、身近に立ち寄
れる場づくりを進めます。

庁内関係課
新発田市社会福祉協議会
住民主体の団体
新発田市地域包括支援セ
ンター

通年
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（３）自殺予防のための相談体制整備及び連携の強化

　新発田市では働き盛り世代における自殺防止が課題となっています。特に中高年は、心理的、社
会的にも負担を抱えることが多く、過労、失業、病気、親の介護などにより、こころの健康を損な
いやすいとされています。また、人口が減少する中、労働者人口を失うことは当市にとって大きな
損失です。
　こうした人々が安心して生活できるようにするためには、精神保健的な視点だけでなく、社会・
経済的な視点を含む包括的な取組が必要です。
　第一次計画では、経済、生活面の問題・健康問題に関する専門窓口の充実や相談機関相互の連携
強化に努めてきました。
　第二次計画においても、自殺の危機経路（自殺に至るプロセス）に即して対策を実施するため、
これまで同様に様々な分野の人々や組織が連携し、問題を抱える人や自殺を考えている人に包括的
な支援が届く体制づくりの更なる強化を進めます。

①自殺予防に関する相談体制の充実
　これまで実施してきた総合相談会の充実のほか、関係団体の密な連携により相談があった場合
はチームで対応できる体制づくりや、より身近で利用しやすい相談窓口の在り方について検討し
充実を図ります。

②人材育成の推進
　自殺関連ケースの支援に当たる者及び窓口部門の職員には、研修を実施することにより、自殺
予防の知識の習得とともに、面接技術の向上を図るなど相談従事者としての資質向上に努めます。
　自殺の危険を示すサインが見られる希死念慮者の声に十分に耳を傾け、必要に応じ新発田保健
所や下越地域いのちとこころの支援センターと連携し、抱える問題に応じた相談機関につなぐ等、
問題解決まで「生きる」支援をしていきます。
　また、地域や企業内においても、人材を育成するために必要とされる対策について検討してい
きます。

③各種相談機関ネットワークの強化
　各種相談機関や庁内関係課等が情報共有を図り、各分野で自殺のリスクを早期にキャッチし、
きめ細やかな相談支援により自殺を未然に防ぎます。

④自殺未遂者及び遺族等支援
　自殺未遂者の実態把握を継続し、その結果を踏まえて、自殺未遂者や遺族等への支援の在り方
を多様な側面から検討し、支援策の充実に努めます。
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①自殺予防に関する相談体制の充実� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

総合相談会（★）

　仕事、法律、生活、福祉、健康に関す
る相談を、多職種、他機関との連携で、
ワンストップで相談できる相談会を実施
します。

健康推進課
社会福祉課
新発田保健所
下越地域いのちとこころ
の支援センター
新発田市社会福祉協議会
新発田職業安定所
新潟県弁護士会

年１～２回

こころとからだの健
康についての相談

　保健師によるこころの相談会を定期的
に開催し対応します。必要に応じ保健所
の「精神科医師によるこころの健康相談
会」や下越地域いのちとこころの支援セ
ンター、こころの相談支援ウィング等を
紹介し、他機関と連携しながら支援しま
す。

健康推進課
新発田保健所
下越地域いのちとこころ
の支援センター
こころの相談支援ウィング

通年

多重債務・経済問題
等の相談

　市民に相談センターや消費生活センター
において、生活上の困り事や多重債務等
の相談に応じ、必要な情報提供や助言を
行います。必要に応じ社会福祉課や関係
機関と連携した対応を行います。

市民生活課
社会福祉課
人権啓発課
新潟県弁護士会
新発田商工会議所

通年

子ども・青少年につ
いての相談

　発育発達に関する不安や子育ての悩み
等にタイムリーに対応し、保護者が安定
した子育てができるよう継続した個別支
援を実施します。必要に応じ関係機関と
連携した対応を行います。

健康推進課
社会福祉課
こども課
学校教育課
新発田保健所
新発田児童相談所
各教育機関
新発田市民生委員児童委
員連合会

通年

人権についての相談
　人権に関する相談は、人権啓発課又は
人権擁護委員と連携しながら対応し、必
要な情報提供や支援を行います。

人権啓発課
社会福祉課
新発田人権擁護委員協議
会
新発田市社会福祉協議会

通年

高齢者の総合相談、
支援

　高齢者に関する様々な相談（生活、介
護、権利擁護）を総合的に受け付け、関
係機関と連携しながら、必要な支援を行
うことで、高齢者やその家族等の心配事
や不安の解消に努めます。

高齢福祉課
地域包括支援センター

通年
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　� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

障がい者についての
相談（★）

　障がい福祉サービスなどに関する相談
に応じ、必要な支援を行います。必要に
応じ関係機関と連携した対応を行います。

社会福祉課
緑風園相談室
こころの相談支援ウィング

通年

アルコールやギャン
ブル依存症等の相談

　アルコールやギャンブル依存症等は、
自殺の危険度が高いと言われていること
から、関係機関と連携しながら支援を実
施します。

健康推進課
新発田保健所
下越地域いのちとこころ
の支援センター
医療機関

通年

就労等についての相
談

　就労に関する問題や悩み等を抱えた市
民の相談に応じ、関係機関と連携しなが
ら必要な支援を行います。

社会福祉課
商工振興課
新発田職業安定所

通年

民間支援団体等の相
談窓口の活用（★）

　民間支援団体等の活動内容を市民に広
く周知し、必要に応じ行政と連携が取れ
る体制を検討します。

健康推進課
各種民間支援団体
自殺対策会議構成団体

検討・調
整後実施

生活困窮者自立支援
（★）

　経済・生活問題が自殺の原因・動機の
一つとなることから、生活困窮者に対し、
自立に向けた相談支援を行い、居住支援
や就労支援、家計支援など生活全般にわ
たる生活支援を行います。

社会福祉課 随時

教育委員会・学校に
おける相談の実施

（★）

　教育相談、適応指導、訪問指導、定期
カウンセリング等を行い心配な児童生徒
に対応します。
　心配な状況にある児童生徒が在籍する
学校に対し、学校教育課が継続的に連絡
を取り合い、県関係機関と連携し取り組
みます。
　いじめ問題、不登校問題など生徒指導
上の問題が生じた場合には、学校教育課
サポートチームが教育相談、関係機関と
の連携、継続的な指導支援を行います。

学校教育課
市内小学校・中学校

随時
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②人材育成の推進� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

専門職及び市窓口職
員の資質向上のため
の取組（★）

　自殺関連事例の直接的支援に当たる専
門職は定期的研修において自殺予防の知
識を得るとともに、面接技術の向上を図
ります。
　市窓口の一般職員にゲートキーパーと
しての役割が果たせるよう研修会を実施
します。

健康推進課
社会福祉課
人事課
学校教育課
庁内関係課

年２～３回

ゲートキーパーの養
成（★）

　地域向け、企業向け、若年者向けなど
のゲートキーパー研修会を開催し、自殺
に関連する課題を個人又はその家族の課
題と捉えることなく、社会全体で見守り
する体制づくりが形成されるよう、それぞ
れの分野において人材育成を図ります。

健康推進課
社会福祉課
商工振興課
学校教育課
市民まちづくり支援課
新発田商工会議所
各教育機関
市内小中学校ＰＴＡ連合会
新発田保健所

随時

学校分野での資質向
上のための取組（★）

　小中学校の教育相談や、生活指導担当
者及び教員に対し自殺予防の研修会を開
催します。

学校教育課
市内小学校・中学校

随時

③各種相談機関ネットワークの強化
事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

各種相談窓口の連携
　各種相談窓口とこころの相談や自殺防
止の相談を行う窓口との連携を図ります。

健康推進課
社会福祉課
庁内関係課
自殺対策会議構成団体

随時

関係機関連携
　自殺は様々な問題が連鎖して起きてい
ることから、市及び関係機関同士が、円
滑に情報共有、連携協力に努めます。

健康推進課
社会福祉課
庁内関係課
自殺対策会議構成団体
各支援機関

随時

広域的に利用できる
相談会の検討（★）

　新発田保健所管内での専門相談会の開
催について検討します。
　近隣市町が単独で実施している総合相
談会の相互利用について検討、調整しま
す。

健康推進課
新発田保健所
近隣市町

実施に向
けて検討
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④自殺未遂者及び自死遺族支援� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 内　　　容 担当課及び関係機関等 計画

自殺者及び自殺未遂
者の実態把握（★）

　自殺統計資料の分析、地区活動からの
情報収集、県立新発田病院救命救急セン
ター及び新発田地域広域事務組合消防本
部との連携により、実態を把握します。

健康推進課
県立新発田病院救命救急
センター
新発田地域広域事務組合
消防本部

随時

自殺未遂者への支援
（★）

　本人からの相談に応じます。
　病院や新発田地域広域事務組合消防本
部と連携し、自殺未遂者やその家族へ相
談窓口の周知を実施します。

健康推進課
新発田保健所
下越地域いのちとこころ
の支援センター
新発田地域広域事務組合
消防本部

随時

遺族等、遺された人
への支援（★）

　遺族等向けの相談窓口や支援団体等の
情報を載せたリーフレット等を作成し、
必要な窓口の周知を行うとともに、ここ
ろのケア等の支援を行います。

健康推進課
新発田保健所
下越地域いのちとこころ
の支援センター

随時
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３　年度別取組一覧
（１）自殺予防に向けた普及啓発の推進� （★）：第一次計画からの追加事業

事業・取組 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

①自殺の実態把握
自殺関係統計資料の把握

自殺に関する実態調査の実施
（★）

②普及啓発活動の
推進

条例の周知

自殺予防に関する情報の提供

自殺対策推進月間（９月）及
び強化月間（３月）の実施

自殺対策講演会の実施

こころの健康講演会の実施

地域、学校、企業に向けた普
及啓発の実施

③こころの健康づ
くりの推進

重点地区における健康教育の
実施

学校におけるこころの健康づ
くりや自殺予防教育の実施

（★）

若年者のこころの健康づくり
の推進（★）

企業との連携によるこころの
健康づくりの推進（★）

④こころの病気の
早期発見の促進

こころの体温計の活用の推進

各地区における健康相談の実
施

各地区における「うつスクリー
ニング」の実施

妊産婦の支援（★）

学校における早期発見の取組
の実施（★）

職場におけるストレスチェッ
クの実施（★）

介護保険事業

チラシの作成　地域・学校・企業への普及啓発

こころの健康づくりの取組実施

若年者への働き掛け実施　　継続した支援体制の検討

９月・３月　実施

年１回実施

情報収集　実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

モデル地区への健康教育

自殺予防教育　準備

実施、集計、分析
実施
集計
分析

実施、集計、分析

モデル地区への健康教育

実施

収集、分析

実施

実施

検討・調整 実施

実施、集計、分析
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（２）市民、関係民間団体及び行政が一体となった自殺予防対策の推進�（★）：第一次計画からの追加事業
事業・取組 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

①市民が主体とな
った事業の推進

市民及び各団体が主体となっ
た事業の推進

②市民、関係民間
団体及び行政の
連携

新発田市民のきずなを深め「い
のち」を守る（自殺対策）会議

自殺対策庁内検討会

市民、関係民間団体及び行政の
連携強化や一体的な取組の充実

③地域の「きずな」
や「つながり」
を深める活動の
推進

地域福祉（活動）計画の推進
（★）
地域における見守り活動の推
進（★）

居場所づくりの推進（★）

（３）自殺予防のための相談体制整備及び連携の強化
事業・取組 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35

①自殺予防に関す
る相談体制の充
実

総合相談会（★）

こころとからだの健康につい
ての相談

多重債務・経済問題等の相談

子ども・青少年についての相
談

人権についての相談

高齢者の総合相談、支援

障がい者についての相談（★）

アルコールやギャンブル依存
症等の相談

就労等についての相談

民間支援団体等の相談窓口の
活用（★）

生活困窮者支援（★）

教育委員会・学校における相
談の実施（★）

②人材育成の推進

専門職及び市窓口職員の資質
向上のための取組（★）

ゲートキーパーの養成（★）

学校分野での資質向上のため
の取組（★）

③各種相談機関ネ
ットワークの強
化

各種相談窓口の連携

関係機関連携

広域的に利用できる相談会の
検討（★）

④自殺未遂者及び
遺族等支援

自殺者及び自殺未遂者の実態
把握（★）

自殺未遂者への支援（★）

遺族等、遺された人への支援
（★）

実施（各団体による事業の取組）

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施

相談実施

相談実施

リーフレット準備 作成、配布

実施に向けて検討

統計資料からの把握実施

関係機関と検討、調整 関係機関の把握実施

実施（年２～３回）

実施（地域：地区の実情に応じて実施　企業：要望に応じて随時実施）

実施

実施

実施

実施

実施

実施

実施（年２回）

検討・調整

実施（開催回数について検討）

実施

実施

実施

連携した取組

年２～３回　実施　（事業評価、事業計画）

年２～３回　実施　（事業評価、事業計画）
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新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る条例
� 平成２３年６月２９日
� 条例第１７号
　このまちに住む市民一人一人が、心身ともに健康で、家庭や地域で温かなきずなを感じ
ながら笑顔があふれる日々を過ごすことが私たちの願いです。
　しかし、近年、国内で自殺による死亡者が多く発生し、新発田市においても、尊い命が
自殺により失われる事態となっています。
　このため、一人一人がきずなを深め「いのち」の大切さを認め合い、市民みんなで支え
合う新発田市をつくり上げていくため、この条例を制定します。
　（目的）
第１条　この条例は、新発田市（以下「市」という。）の自殺対策を総合的に推進し、自

殺の防止を図り、もって市民が共に支え合う地域社会の実現に寄与することを目的とす
る。

　（基本理念）
第２条　自殺対策は、自殺が個人的な問題のみではなく、その背景に様々な社会的な要因

があることを踏まえ、社会的な取組として実施されなければならない。
２　自殺対策は、自殺が多様かつ複合的な原因及び背景を有するものであることを踏まえ、

単に精神保健的な観点からのみならず、自殺の実態に即して実施されなければならない。
３　自殺対策は、自殺の事前予防、自殺発生の危機への対応及び自殺が発生した後又は自

殺が未遂に終わった後の事後対応の各段階に応じ効果的な施策として実施されなければ
ならない。

４　自殺対策は、市民が地域で支え合う地域福祉の増進という観点を踏まえ、地域の実態
に則したきめ細かな施策として実施されなければならない。

５　自殺対策は、市、国、新潟県、医療機関、事業主、学校、自殺の防止等に関する活動
を行う民間団体、市民等の相互の密接な連携の下に実施されなければならない。

　（市の責務）
第３条　市は、前条に規定する基本理念にのっとり、国、新潟県及び関係機関と協力しつ

つ、自殺に関する現状を把握し、自殺対策を推進しなければならない。
２　市は、次条及び第５条に規定する事業主及び市民の自殺防止等に関する取組を支援す

るものとする。
　（事業主の責務）
第４条　事業主は、その雇用する労働者の心の健康の保持を図るために適切な措置を講ず

るなど自殺防止に向けた取組を行うように努めるものとする。
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　（市民の責務）
第５条　市民は、自殺対策について関心と理解を深めるとともに、一人一人が自殺防止に

向けた取組を行うように努めるものとする。
　（名誉及び生活の平穏への配慮）
第６条　自殺対策の実施に当たっては、自殺者及び自殺未遂者並びにそれらの者の親族等

の名誉及び生活の平穏に十分配慮し、いやしくもこれらを不当に侵害することのないよ
うにしなければならない。

　（財政上の措置等）
第７条　市は、この条例の目的を達成するために、必要な財政上の措置その他の措置を講

じなければならない。
　（基本的施策）
第８条　市は、次に掲げる自殺対策に関する施策を講ずるものとする。
（1）自殺対策に関する調査研究の推進
（2）自殺対策に関する市民の理解の増進
（3）自殺対策に関する人材の確保等
（4）心の健康づくりの相談体制の整備
（5）医療提供体制の整備
（6）自殺発生回避のための社会的取組の推進
（7）自殺未遂者、自殺者の親族などに対する支援
（8）自殺対策に関する活動を行う民間団体の当該活動に対する支援

２　市は、前項各号に掲げる施策を実施するため、自殺対策行動計画を策定するものとす
る。

　（自殺対策会議の設置）
第９条　市は、総合的な自殺対策を推進するため、市民、関係機関等で構成する自殺対策

会議を設置するものとする。
　（委任）
第１０条　この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が別

に定める。
　　附　則
　この条例は、公布の日から施行する。
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新発田市自殺対策会議設置要綱

　（設置）
第１条　新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る条例に基づき、総合的な自殺対策を

推進するため、市民、関係団体、行政機関等で構成する新発田市自殺対策会議（以下「自
殺対策会議」という。）を設置する。

　（所掌事項）
第２条　自殺対策会議は次に掲げる事項を所掌する。
（1）市自殺対策行動計画に関すること
（2）自殺対策に係る関係機関等の情報交換に関すること
（3）自殺対策に関する連絡調整に関すること
（4）自殺対策事業に関する調査、研究及び情報収集に関すること
（5）その他自殺対策の推進に必要な事項に関すること

　（組織）
第３条　自殺対策会議は、委員 20 人以内をもって組織する。
２　委員は、次に掲げる関係団体、行政機関等から市長が委嘱する。
（1）地域関係団体等
（2）保健医療・福祉関係機関
（3）大学・教育関係
（4）労働関係機関
（5）法律関係機関
（6）行政関係機関

　（会長）
第４条　自殺対策会議に会長及び副会長を置き、委員の互選により選任する。
２　会長は、自殺対策会議を代表し、会務を総理する。
３　副会長は、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。
　（委員の任期）
第５条　委員の任期は２年とし、再任を妨げない。
２　委員に欠員が生じた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。
　（会議の開催）
第６条　自殺対策会議は会長が招集し、会長が会議の議長となる。
２　会長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を自殺対策会議に参加させ、意見

を求め、又は資料の提出を求めることができる。
３　委員は、本会議で知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。
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　（検討部会）
第７条　自殺対策会議は、第２条各号に係る専門の事項に関する処理をするため必要があ

るときは、検討部会（ 以下「部会」という。） を置くことができる。
２　部会は、会長が指名する自殺対策会議委員および外部委員をもって組織する。
３　外部委員は、当該専門の事項に関し学識経験を有する者などのうちから、会長が指名

する。
　（事務局）
第８条　自殺対策会議の運営にあたり、必要となる庶務関係および連絡調整については、

健康推進課に事務局を置き、処理するものとする。
　（その他）
第９条　この要綱に定めるもののほか、自殺対策会議の運営に関し、必要な項は、会長が

定めるものとする。
　　附　則
　この要綱は平成２３年６月２９日から施行する。
　　附　則
　この要綱は平成２５年４月１日から施行する。
　　附　則
　この要綱は平成２６年４月１日から施行する。
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新発田市自殺対策会議委員名簿
� 任期：平成 27 年 7 月 29 日～平成 29 年 3 月 31 日

区　分 団体等名 氏　名 備　考

（１）地域関係団体等 新潟いのちの電話後援会下越支部 高　澤　大　介 会長

新発田商工会議所 加　藤　康　弘

北越後農業協同組合 大　滝　富　男

新発田市自治会連合会 相　馬　義　雄

新発田市保健自治会 下　村　　　誠

新発田市小中学校ＰＴＡ連合会 大　湊　　　豊

新発田市民生委員児童委員連合会
石　山　　　武
浮　島　一　雄

（～１１月）
（１２月～）

新発田人権擁護委員協議会 長谷川　安　博

（２）保健医療・福祉関係機関 新発田北蒲原医師会 有　田　　　要

新発田西地域包括支援センター 本　間　光　子

こころの相談支援ウィング 齋　藤　　　綾

新発田保健所 権　平　範　子

新発田市社会福祉協議会 荻　野　優　志 副会長

（３）大学・教育機関 敬和学園大学 下田尾　治　郎

新発田市中学校長会 山　崎　智　史

（４）労働関係機関 新発田公共職業安定所 成　澤　康　仁

（５）行政関係機関 新発田警察署生活安全課 細　川　尚　樹

（６）法律関係機関 新発田中央法律事務所 吉　村　一　洋
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平成２８年度　自殺対策庁内検討委員名簿
� 　

課　名 職　名 氏　名

人事課 副参事 古　田　祐　三

みらい創造課 参事（兼）課長補佐 野　崎　光　晴

人権啓発課 課長補佐 齋　藤　優　夫

収納課 課長補佐 渡　邊　　　太

市民生活課 副参事 熊　倉　美　雪

市民まちづくり支援課 課長補佐 倉　嶋　貴　史

高齢福祉課 課長補佐 山　口　幸　恵

こども課 課長補佐 椿　　　芳　行

商工振興課 産業振興専門官 増　子　友　幸

学校教育課 課長補佐 三　浦　　　学

社会福祉課 係　長 手　島　隆　幸

事 務 局

課　名 職　名 氏　名

健康推進課

課　長 肥田野　直　子

課長補佐 諸　本　あつ子

副参事 関　　　成　子

主　任 原　　　睦　美

主　任 藤　田　優　子

主　任 渡　辺　淳　子

社会福祉課
課　長 市野瀬　節　子

課長補佐 松　田　和　幸
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国の自殺対策の経緯

平成８年
WHO「自殺予防のためのガイドライン」公表

平成１２年３月
「健康日本２１」の中で自殺予防に取り組む

平成１４年１２月
厚生労働省自殺防止対策有識者懇談会報告

平成１７年７月
参議院厚生労働委員会「自殺に関する総合対策の緊急かつ効果的な推進を
求める決議」

平成１８年６月
「自殺対策基本法」成立（全会一致で可決）

平成１９年４月
内閣府自殺総合対策の在り方検討会報告書「総合的な自殺対策の推進に関
する提言」

平成１９年６月
「自殺総合対策大綱」閣議決定

平成２０年１０月
「自殺総合対策大綱」一部改正、「自殺対策等加速化プラン」決定

平成２１年５月
平成２１年度補正予算「地域自殺対策緊急強化基金」

平成２１年１１月
自殺対策緊急戦略チーム「自殺対策１００日プラン」を提言

平成２２年２月
「いのちを守る自殺対策緊急プラン」決定

平成２４年８月
「自殺総合対策大綱」一部改正

平成２７年２月
平成２６年度補正予算「地域自殺対策強化交付金」

平成２８年３月
「自殺対策基本法」の一部改正

平成２８年４月
自殺対策推進業務が厚生労働省に移管
平成２８年度当初予算「地域自殺対策強化交付金」
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新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る行動計画（第二次）策定までの経過

期　日 実施事項 内　容 参加人数

平成 28 年
6 月 10 日（金）

第１回自殺対策庁内検討会
自殺対策行動計画（第二次）位置
づけ、計画期間、計画策定スケジ
ュールについて

15 名

６月 30 日（木） 第１回自殺対策会議
自殺対策行動計画（第二次）位置
づけ、計画期間、数値目標につい
て

20 名

８月 17 日（水）
第２回自殺対策会議及び第
２回自殺対策庁内検討会

これまでの取組状況及び今後の取
組について（グループワーク）

31 名

10 月 21 日（金） 第３回自殺対策庁内検討会
自殺対策行動計画（第二次）（案）
について

15 名

11 月１日（火） 第３回自殺対策会議
自殺対策行動計画（第二次）（案）
について

22 名

平成 29 年
1 月 10 日（火）
～ 2 月 9 日（木）

パブリックコメント
市民意見の募集

（市民からの意見はなし）

2 月 14 日（火） 第４回自殺対策庁内検討会
自殺対策行動計画（第二次）（案）
最終について

15 名

2 月 21 日（火） 第４回自殺対策会議
自殺対策行動計画（第二次）（案）
最終について

17 名
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新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る（自殺対策）会議構成団体の取組

関係団体 平成 24 年度～平成 28 年度

新潟いのちの電話後援会
下越支部

・いのちの電話街頭広報活動（新発田駅前、ウオロク中条店）、ポスター掲示、
各新聞・広報誌・コミュニティ紙等への広告掲載、ＢＳＮラジオ放送番
組（７月）、各種啓発イベントでの広報、委員による講演活動

・こころの悩み「聴く」セミナー（新発田市、村上市、阿賀野市、聖籠町、
関川村）

・いのちの大切さを知る講演会
・絆を深める基盤（自死抑止のインフラ）の構築：下越地域自治体に対す

る自死防止条例制定への働き掛け、相談員の募集、ネットワーク構築
・社会福祉法人新潟いのちの電話への支援：チャリティーバザー（９月）、

寄付（３月）
・運営委員会（毎月第１水曜日）、総会（５月）、いのちの電話後援会役員会

新発田商工会議所

・全会員事業所に自殺対策に係る広報物を郵送（４月）
・毎月発行の広報誌に機会を捉えて、自殺対策の記事を掲載し「いのち」

の大切さを啓発
・新潟いのちの電話後援会下越支部が行う街頭広報（５月）に参加

北越後農業協同組合

・産業医が各事業所、施設を巡回し個別面談を実施
・希望者へ産業カウンセラーによるメンタルヘルス個別相談を実施
・以前から取り組んでいる「ノー残業デー」の実施回数の拡大
・有給休暇の取得奨励
・ストレスチェック制度によるチェックを実施
・メンタルヘルス研修の実施

新発田市自治会連合会 ・理事会（役員会）において、自殺対策会議の主旨説明、内容報告。また、
各地区の自治会長にも周知を図った。

新発田市保健自治会

・「新発田市民のきずなを深めいのちを守る講演会」「こころの健康づくり
講演会」への参加及びチラシ配布による周知協力

・健康づくり講演会：こころの健康に関する内容（4回、参加者延べ 739人）
・各地区保健自治会の実情に応じて、こころの健康づくりに関する健康教

育等を実施（24回、参加者延べ 531人）
・新発田市保健自治会役員会において自殺対策会議の報告
・市民向けゲートキーパー養成研修会に参加（９月）

新発田市小中学校ＰＴＡ
連合会

・中学校ＰＴＡ事業として茶話会を開催し情報交換に努めている
・ＰＴＡ連合会等が主催し、命の尊さについて学ぶ講演会を開催
・小中学校情報交換会（学期１回程度）、社会性育成の取組（年間）、小学

校での出前授業（１月）
・登下校のあいさつ運動（７月、11月）、パトロール（８月）

新発田市民生委員児童委
員連合会

・地域における見守り活動の実施
・地域の中で支援を必要とする人の相談に応じ福祉制度の情報提供、関係

機関の橋渡し
・一人暮らし高齢者、75歳以上のみ世帯、障がい者世帯等の見守り活動を

実施
・新潟いのちの電話後援会下越支部と共催の「こころの研修会」開催
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関係団体 平成 24 年度～平成 28 年度

新発田人権擁護委員協議会

・人権啓発
　幼、保育園：指人形劇、手あそび
　小学生：人権の花、標語、人権教室、SOS ミニレター
　中学生：人権作文、人権講話、SOS ミニレター、１日人権擁護委員
　高齢者：指人形劇、講話、健康体操

・人権相談：常設相談（火～金：法務局）、定例相談（月１回：市役所）、　
　　　　　特設相談（年４回：公共施設）

・電話相談：子ども、女性、高齢者、障がい者
・街頭啓発：イオン（年２回）、アルビレックスレディース（五十公野競技場）、

　　　　　新潟南イオン（１回）

新発田北蒲原医師会 ・新発田地域産業保健センター（50人未満の事業所の職員に対する健康サ
ポート）に相談窓口を設置、運営協力を行った。

新発田地域包括支援センター

・総合相談業務として、高齢者や家族の様々な悩み事、困り事の相談を受
け付け支援し、必要に応じて関係機関につなげた。

・権利擁護事業として、高齢者の権利、尊厳を守るための支援を行った。
・地域において「認知症サポーター養成講座」「地域ケア会議」などの開催を通

じて、見守り・支え合い体制づくりのための市民への啓発、意識づけを行った。
・地域で介護予防教室やサロンの立ち上げに地域住民が積極的に参加し住

民同士のきずなを深めるよう支援を行った。

こころの相談支援ウィング
・精神障がい者、家族、関係者の相談及び市民のメンタルヘルスに関する

相談を実施（市委託事業）
・専門職向けゲートキーパー研修に参加し、相談員に資質向上を図った。

新発田保健所

・自殺対策推進協議会（年１回）　管内市町村や関係機関、団体と連携
・総合相談会（年４回）新発田市、胎内市、聖籠町
・自殺ハイリスク事例支援検討会（年１回）
・ゲートキーパー養成研修（年３回） 対象：市職員、理容組合、敬和学園大学
・自殺予防のための対応力向上研修（若年者支援編：年１回、高齢者支援

編：年１回）
・健康教育（年５～９回） 対象：事業所、商工会、保健推進員等
・講演会（平成25年度）
・啓発普及
（エフエムしばたと連携した啓発、商工会議所、商工会加入事業所への相
談窓口チラシの配布、のぼり旗、ポスター等の設置、ホームページ掲載）

新発田市社会福祉協議会

・市内17地区の地区福祉計画策定を推進。課題を抱える世帯を地域で支え
る仕組みづくり、行政をはじめとする関係機関との連携強化を図る。策
定した地域の計画の推進を支援。

・生活応援団：困り事を気軽に相談できる窓口として、誰にも頼めずに孤
立する方々を未然に防げるよう、民生委員はじめ包括支援センター等関
係機関との連携を図りながら活動

・在宅高齢者給食サービス事業：給食配達を通じて、週に 1 回安否確認と
生活状況の把握に努め、小さな異変にも気づいた場合、民生委員や地域
包括支援センター等の関係機関につないだ。

・資金貸付事業：失業等の家計の急変や経済面での悩みを抱えている世帯
に対し、貸付を行った。
　貸付で解決できない課題に対し、他の専門機関（生活保護、こころの
相談等）と連携し対応

・中央地域包括支援センター事業
　担当圏域の高齢者の総合相談窓口として高齢者世帯の実態把握に努め、
早期発見と早期対応に努めた。また、圏域内の課題解決に向けて、地域
ケア会議を開催した。

・見守り支え合い事業の推進（平成24年度～）：住民同士の“見守り”と“気
づき”の向上を図り社会的孤立の予防と解消、早期発見・早期対応の仕
組み作りに取り組んだ。
　閉じこもりがちな高齢者等の見守り、地域での気づきを促す取組とし
て推進。参加者へ、こころの健康など、様々な情報を提供し相談の窓口
として機能していけるよう取り組んだ。
　毎年新規のサロンを開設（平成28年度現在：市内33か所）
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関係団体 平成 24 年度～平成 28 年度

敬和学園大学

・チャペルアッセンブリ・アワーにおいて「いのち・人権・平和」を主題
とする講演を実施

・学生支援センター（平成27年度開設）において学生に対するきめ細やか
な対応を実施

・カウンセラー、看護師、アドバイザーが協力して学生をサポート
・学外では、人権・福祉・共生を主題とする講師派遣出前授業を実施

新発田市中学校長会

・学級活動、生徒会活動をはじめ主な教育活動を通じて、互いに認め合う
学級集団づくりを推進

・各校で「いじめ見逃しゼロスクール」集会を実施（６月、10～11月）
・「学校・家庭・地域」連携による「いじめ見逃しゼロ県民運動」の取組を

推進するため、「深めよう絆県民の集い（下越地区の集い）」に参加
・自らの生き方を振り返り、心身の健康の増進を図るとともに他者への思

いやりの心を育てる授業を、道徳や保健体育の時間において実施
・地域とともに歩む学校づくりの推進を各地域のコミュニティ協議会等と

の連携により進めた（例：佐々木中学校区は、地域の夏祭りのイベント
に参加、七葉中学校は地域とともにあいさつ運動を推進）。

・各校で定期的に「心の健康調査（いじめ対応を含む）」を実施
・毎月、いじめ等に関するアンケートを生徒にとり、早期対応に努めた。
・必要に応じケース会議を開催し、スクールソーシャルワーカーと連携し

ながら事案に関わった。

新発田公共職業安定所

・住居・生活困窮に対する求職者支援制度をはじめとした第二のセーフテ
ィーネット支援対策の周知活用（平成25年度、平成26年度）

・生活保護受給者等、住居・生活困窮者に対する求職者支援制度などを活
用した就職支援のための就職相談（平成27年度、平成28年度）

・地域自殺対策推進協議会（県地域振興局）に参加（平成26年度）
・「こころとからだの健康相談」を県と連携して、２か月に１回求職者を対

象に実施（平成25年度～平成28年度）
・各自治体と連携した生活保護受給者、生活困窮者支援の巡回相談（平成

27年度、平成28年度）
・自治体から就労支援の要請があった生活保護受給者や生活困窮支援者を

受け入れる事業主に対して助成金を支給

新発田警察署生活安全課

・来訪者（相談者）に対し、新発田市相談窓口を紹介する（平成25年度～
平成28年度）

・署員全員が「一人で悩まず相談しましょう！」を携帯し、相談受理時に
対応できるようにする（平成27年度、平成28年度）

新発田中央法律事務所

（新潟県弁護士会の活動）
・「くらしとこころの相談会」を２日間にわたり開催（平成25年度）
・新発田市が実施する「くらしとこころの相談会」に相談担当弁護士を２

名派遣（平成26年度～平成28年度）
・各地で「いのちを守る勉強会」を開催
・「弁護士支援者ホットライン」を平成27年から開設
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関係課の取組

重点事項 課名 平成 24 年度～平成 28 年度

（1）自殺予防
に向けた普及
啓発の推進

市民まちづ
くり支援課

・自治会長等に自殺対策会議の報告、啓発事業開催告知の情報提供
・コミュニティセンターにチラシやポスターを設置、啓発
・コミュニティバス車内に、いのちの電話啓発ポスターを通年掲示

健康推進課

・相談窓口の一覧、啓発用チラシを作成し地域、イベント等で配布、啓発
（毎年配布数：９月1,000部、３月1,000部）

・こころの健康に関する講演会・健康教育の実施
・自殺予防強化月間に店舗や市庁舎前においてチラシ配布等の啓発
・地区活動で自殺者に関する情報収集
・こころの体温計の周知と利用促進
・自殺対策推進月間（９月）における懸垂幕の掲示、公用車へのマグネッ

トシートの装着、広報しばたへの啓発文掲載、啓発用バッチの着用（平
成26年度～）

・自殺未遂、自殺企図者へ相談支援・相談窓口の周知

学校教育課

・改正自殺対策基本法で学校が行うべきこと（相談体制整備、研修機会設定、
SOS の出し方等）として規定されたことを校長会、担当者研修会等で指
導

・県義務教育課から講師を招き、市内全小中学校の教育相談、生徒指導等
担当者を対象に、文部科学省「教師が知っておきたい子どもの自殺予防」

「子どもに伝えたい自殺予防」等を活用し研修会を実施。それらを活用し
自殺予防教育を実施するよう指導

・「学校いじめ防止基本方針」を策定し、ホームページで明示することなど、
各校に対し指導（平成26年度）

・「いじめ見逃しゼロ県民運動」と連動した取組を、各校で6、10月に実施
・管理職に対して、多忙化解消とともに自校の教職員のメンタルヘルスに

気を配るよう、校長会等で指導

社会福祉課
・職員対象のゲートキーパー養成研修を開催（平成24年度から年１回）、庁

内の窓口のある部署の職員を対象に、現実に近い事例を題材として取り
上げ、「ロールプレイング」方式による指導を実施

高齢福祉課

・民生委員児童委員理事会において、毎年９月、２月の高齢者見守り強化
月間にリーフレットの配布及び趣旨説明を行い、見守り支え合いづくり
の協力を依頼

・地域包括支援センター職員に対し、自殺予防に関する情報を提供

（2）市民、関
係民間団体及
び行政が一体
となった予防
対策の推進

健康推進課

・関係機関（新発田地域振興局、こころの相談支援ウィング、医療機関等）
と連携したハイリスク者支援

・自殺対策会議を通じて関係機関との連携強化
・特定健診におけるこころの健康チェックの実施（平成27年度スクリーニ

ング451人、２次スクリーニング103人、保健師支援３人）
・地域でうつスクリーニングを実施し、こころの不調者を早期発見
・働き盛りの男性を対象にこころの健康に関するアンケート調査を行い必

要に応じて支援

こども課

・新発田市要保護児童対策地域協議会（要対協）において、定期的に関係
機関と情報共有を図り、養育困難、生活困窮、保護者の精神障がい等の
ハイリスク世帯に対する支援が適切に行われるよう、支援の進捗管理を
行った。

・保護者の精神的不調が、子どもの命に影響を与えるケース、児童やその
保護者自身に自殺のリスクがあるケースなど、専門的対応が必要と判断
されるケースについて、要対協の関係機関と連携し、適切な支援が行わ
れるよう努めた。
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重点事項 課名 平成 24 年度～平成 28 年度

（2）市民、関
係民間団体及
び行政が一体
となった予防
対策の推進

社会福祉課

・自殺対策関連会議の運営主管（〜平成25年度まで）
・障がい者等について理解を深める講演会開催（精神保健福祉講座）
・新潟県労働者福祉協議会の主催する自殺予防キャンペーンに実行委員と

して参加協力（平成25年度）

商工振興課 ・ホームページへ、メンタルヘルスに関する相談会等の情報を掲載、市内
事業所へ周知

学校教育課

・自殺予防に向けて、心配な状況にある児童生徒が在籍する複数の学校に
対して、学校教育課の担当課長補佐、スクールソーシャルワーカーが学
校と継続的に連絡を取り合い、県（下越教育事務所、義務教育課）と連
携した取組を実施。必要に応じ、適応指導、訪問指導、定期的カウンセ
リング等を継続し、特に長期休業明け前にはハイリスクな児童生徒への
対策強化を学校に指導

・県等の関係機関が主催する自殺予防研修会に教員の参加を促した。
・「深めよう絆新潟県民会議」に参加し、学校、行政、民間企業、関係団体

と連携したいじめ防止に向けた取組
・文部科学省が実施する自殺予防・いじめ防止の研修会に参加し、学校、

教職員への指導等に活用
・こども課、児童相談所、新発田警察署生活安全課等の関係機関とともに
「要保護児童対策地域協議会」で、定期的に情報共有をし、連携した取組
を実施

・「日本語教育」では、各年度２回の推進委員会を実施し、児童生徒がコミュ
ニケーション能力を高める取組を実施

・同和教育ＰＴＡ講座を各年度４回開催し、部落差別の問題、差別を許さ
ない心の育成等に関して、保護者の理解を深める啓発活動

（3）自殺予防
のための相談
体制整備及び
連携の強化

人事課

・自殺対策のための職員育成：ゲートキーパー養成研修、新規採用職員研
修（市の自殺対策について）

・職員のメンタル対策：職場環境改善、メンタルヘルス研修会、新規採用
職員管理監督者に実施

・メンタルへルス専門員（産業カウンセラー）を人事課に配置
・個別面談：係長以上の昇任者、新規採用職員、支援対象者等
・メンタルヘルスチェック（平成28年～）
・定期健康相談（産業医、保健師、メンタルヘルス専門員）月１回実施
・過重労働による健康障害防止対策：長時間労働者に対する面談と是正通知
・休職者等に対するリワーク会議等による復職支援
・職員衛生委員会：こころの元気づくり委員会などで対策の検討

人権啓発課

・弁護士無料法律相談の実施（毎月１回、隣保館年２～３回）
・人権相談の実施（毎月１回、特設相談　年４回）
・子どもの人権相談（全国一斉子ども相談）の実施（年１回）
・人権パンフレットの全戸配布による啓発（年１回）
・「女性と人権」リーフレット及び「女性のための相談」カードによる相

談窓口の周知
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重点事項 課名 平成 24 年度～平成 28 年度

（3）自殺予防
のための相談
体制整備及び
連携の強化

市民生活課

・市民相談センターで多重債務や日常での心配事、困り事等の相談の中で
自殺のおそれがある場合については、庁内関係相談窓口と連携して専門
の相談窓口につなぐ体制づくり

・ゲートキーパー研修に相談員１名参加し、他の相談員にも報告
・相談員は、相談対応の情報を常に収集し最善の対応に当たるように努め

た。

健康推進課

・地域において健康相談会を実施　
・資質の向上のため保健師は積極的にスキルアップ研修会等に参加
・ゲートキーパー研修会の実施：市民向け、専門職向け、大学生対象
・総合相談会　
・保健師による相談会　
・弁護士会等他機関主催の相談会への参加によるネットワークの強化

高齢福祉課

・地域包括支援センター職員がゲートキーパー養成講座等を受講すること
で、地域の高齢者の総合窓口として、自殺予防にも対応できるよう資質
向上

・認知症支援ガイドブック作成や介護者の集い開催、専門職に相談できる
認知症カフェ開設などにより、認知症の人や介護者に対する支援をわか
りやすく見せ、支援が届きやすくなる体制づくり

・老人クラブ連合会では一人暮らし高齢者や寝たきり高齢者の世帯を対象
にした友愛訪問を通じて、声掛けを行ったり、話し相手になったりし、
自殺予防も含めた見守り実施

社会福祉課
・生活保護受給者及び生活困窮者自立支援制度に係る相談業務において、

相談者の様子に注意を配り、自殺の可能性がうかがわれる市民について
は、専門の相談窓口につなげるよう努めた。

商工振興課

・下越地域若者サポートステーションと連携し、就労に関して悩みを抱え
ている若者や、その家族を対象とした相談支援を行ってきた。また、各
種セミナー、ジョブトレーニング等を実施し、就労に向けたサポートを
実施

学校教育課

・各小中学校の「学校いじめ防止基本方針」の見直しについて具体的に指
導、特に児童生徒の自殺につながるような重大事態に再調査を行うなど、
指導徹底

・「新発田市いじめ防止基本方針」について、市長部局等、関係期間と連携
して策定し、条例化を進めた。

・いじめ問題、不登校問題など、生徒指導上の問題等が生じた場合には、
学校教育課サポートチーム（課長補佐、スクールソーシャルワーカー、
適応指導教室指導員、訪問指導員、相談員等）が教育相談、関係機関と
の連携等、継続的な指導支援に努めた。

・県教育委員会「総合支援チーム」と連携した生徒指導研修会を年２回開
催し、各小中学校の生徒指導、教育相談担当者に対して自殺予防、いじ
め防止の研修を実施



新発田市民のきずなを深め「いのち」を守る
行動計画（第二次）

新発田市健康推進課・社会福祉課
　  〒９５７－８６８６

新潟県新発田市中央町３丁目３番３号
電話　０２５４‐２２‐３０３０


